












Brand Equity and Unfair Competition;
A New Construction
of the Famous Mark Protection Provision





The purpose of this article is to put a new construction on Article 2 (2) ii of Unfair Compe-
tition Prevention Law based on the view that the interest protected under the provision is
"brand equity". The provision was introduced in 1993, designed to protect the value of famous
marks apart from their source-identifying role. However, it does not seem to have worked
effectively so far.
The article will conclude that a mark is protectable under this provision, (1) where not
only the mark is welトknown but there exists positive brand equity and (2) where the accused
mark is so similar to the mark that the mark is likely to be diluted.
キーワード:不正競争、不正競争防止法、著名表示の保護、稀釈化(ダイリューション)、ブランド・
エクイティ
Keywords : unfair competition, Unfair Competition Prevention Law, famous mark protec-

























1) See Farquhar, "Managing Brand Equity", Journal of Advertising Research, Vol.30 (August/September
1990) , RC-7, RC-7-8.











説〔第2版〕』 (有斐閣、 1999年) 48頁など参鳳,
6)浦田重昭『不正競業法の研剤(発明協会、 1985年) 123頁、茶園茂樹「表示の有する価値の不正競争防止法による
保護」ジュリ1018号31、 32-34頁(1993年)、小野昌延『不正競争防止法概説』 (有斐閣、 1994年) 121頁、田村善之

























7)通商産業省知的財産政策室監修『逐条解説不正競争防止法』 (有斐閣、 1994年) 33頁。
8)本稿執筆時(1999年11月)までに、 2条1項2号が適用された事例はほとんど報告されていない。わずかに、東京
地判平11- 2 -19判タ1004号246頁(1999年)、大阪地判平11- 9 -16 (1999年11月現在、 http://courtdomino.courts.
go. jp/chiteki. nsf/caa027de696a3bd349256795007fb825/blb8c41a65acl9ad492567efOOlbe428? OpenDocumentに
掲載)等が散見される程度である。
9)ブランド・エクイティ保護のために実際上最も活用されるのは商標法であろう。しかし、商標法自体は広告機能そ



































央経済社、 1996年) 36頁、 38貢参照。




16)アーカー・前掲注2)309頁参照　See also, Keller, Conseptualizing, Measuring, and Managing Customer-Based































18) See Farquhar, supra note 1, at RC-10; Keller, supra note 16, at 16; Loken & John, "Diluting Brand Beliefs:
when Do Brand Extensions Have a Negative Impact?", Journal of Marketing, Vol.57 (July 1993)71.





















21)稀釈化が「癌のような腰痛(a canser-like growth)」といわれるゆえんであるSee Allied Maintenance Corp.
Allied Mechanical Trades, Inc. , 42 N.Y.2d 538, 544, 399 N.Y.S.2d 628, 632.江口順一「アメリカ商標法にお
ける最近の稀釈化(dilution)判例について」阪大法学47巻4 ・ 5号743、 745貫(1997年)も参照0




法の軌跡と展望』 (商事法務研究会、 1995年) 781頁、 788頁、青山紘一編著『最新不正競争防止法-不正競業の事例・







25)アメリカ商標法上の保護対象としてブランド・エクイティを扱った論文に、 Swann & Davis, Dilution, An Idea
Whose Time Has Gone; Brand Equity As Protectible Property, The New/Old Paradigm, 84 TMR 267 (1994)





































































争訟の上手な対処法〔新訂版〕』 (民事法研究会、 1998年) 182貢[以下、松村・対処法として引用]、松村信夫・三
















策室・前掲注7)35頁、 LLr本庸平『要説・新不正競争防止法〔第2版〕』 (発明協会、 1997年) 101、 104-105頁、一地
方に留まるものでよいとするものに、田村・前掲注6)189-191頁、および同「改正不正競争防止法の論点(1)」 JCA
ジャーナ>Vi2巻5号2、 4-5貫(1995年)、渋谷・前掲注23)798貢、および同・前掲注35)603頁、神谷巌「『著名』


























































































































































































のにすぎないといったものを含む、様々な別種の連想を依然として喚起しうるであろう」Restatement of the Law,
Unfair Competition (1994) § 25, comment e.
53)最判昭和56・10・13民集35巻7号1129頁他多数の判例がある。
54) 2号該当行為とは異なり、 1号該当行為が刑事罰の対象となっている(13条)というところからも、混同行為が公
益を著しく侵害するものとしてとらえられていることが窺える。通商産業省知的財産政策室・前掲注7)104-105頁参
照。最高裁は、菊屋刑事上告事件判決(最判昭和35- 4　　刑集14巻5号525頁)において、混同行為を「ただに被
害者たる他の営業者に対する不法な行為であるに止まらず、業界に混乱を来たし、ひいて経済生活一般を不安なら
しめるおそれがある」ものとしている。
206 国際公共政策研究 第4巻第2号
これに対して2号は、需要者の混同の有無にかかわらず、著名表示主体を他人による類似
表示使用によってもたらされる競争力の減殺から保護しようとするものであるので、この規
定が競争秩序のなかで果たす役割は、専ら営業者同士の関係を規律することであるといえる。
とすると、常に混同という需要者側の不利益が生じている1号の場合とは違って、著名表示
主体側の不利益よりも、他人側の営業の自由や、保護を認めた場合の公的不利益のほうが重
視されなければならないこともあるだろう。そしてもし営業上の利益の要件でこのような比
較衡量を行うことが許されるのであれば、先に挙げた豆腐屋の例のような特殊な事例におい
て、より柔軟な解決が可能となるのである。つまり、この例で豆腐屋への保護が否定される
にしても、著名性や類似性が否定されたわけではないので、営業地域がその地方に留まるよ
うな冒用に対しては保護が認められる余地を残すことができるのである(比較衡量の具体的
要素については2節を参照)0
比較衡量の際に主に表示の「強さ」が考慮されるべきであるという見解がある。つまり、
「弱い」表示(「純」、 「WORLD」など)に対して広範な保護を与えると、他者の表示選定の
自由が害されるので、これと著名表示主体が被る不利益の状況とが比較衡量されなければな
らない、というものである55)　号においては、辞書的な意味で(「強さ」・「弱さ」にかかわ
りなく) 「著名」な表示と(これも辞書的な意味で) 「類似」するあらゆる表示の使用が外形
上「不正競争行為」となってしまうような文言が採用されているので、当該著名表示が掛〕
マークである場合、この規定の下に与えられる保護が著名表示主体による「表示の独占」を
もたらすことにならないようにどこかで調節する必要がある。そこで、営業上の利益の要件
の判断の際に、問題となる表示が独占に適するものであるかどうかを考慮することで、弱い
表示の保護範囲を限定しようというのが、このような解釈の趣旨であると考えられる56)。確
かに、 「他者の表示選定の自由」の観点から、弱いマークへの保護範囲を絞らなければならな
い場合もありうる。ただし、本稿の解釈の下においては、このような場合は極めて例外的で
ある。
本稿の解釈の下においては、稀釈化を生じない行為は「不正競争行為」に該当しない。た
だ単に異業種に弱いマークが使用されているだけで、稀釈化のおそれがないような場合には、
類似性要件を満たさないからである。また、ブランド・エクイティを有する著名表示が「弱
い」表示であった場合、そもそも稀釈化が生じうる範囲が非常に限られ57)、よって類似性が
認められて不正競争行為に該当する範囲もその範囲に留まるので、これに保護を認めること
が「多大な一般の不利益」を与えることとはならない58)。たとえ辞書的意味で類似の表示で
55　田村・前掲注32)i貫参照。
56)田村・前掲注32) :貢参照。
57)注52)参照。
58)田村・前掲注32)8頁は、ト溺いマーク、たとえば「純」などはたとえば焼酎の標章として著名なものとなったと
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あっても、稀釈化を生じないような表示選定は依然として自由であるからである。
よって、稀釈化が生じうるような状況があるかどうか(本稿にいう「類似性」)の判断がな
されて、稀釈化のおそれが肯定された後に、それでも保護を与えることが蹟博されるような
場合に初めて、 「他者の表示選定の自由」が問題となる。具体的な状況としては、問題となる
著名表示が比較的弱いマークである場合に、被告の使用行為が著名表示主体の分野や地域を
越える広い範囲に及んでいるというような状況が挙げられる。確かにこのような場合には、
稀釈化のおそれが存在するとしても、被告の表示選択の自由も尊重されるべきであろう59)
おわりに
以上においては、 「ブランド・エクイティ」が不競法上保護さるべき「営業上の利益」であ
るという見解を基にして議論を進めてきた。だが、このような見解を採ることについて全く
疑問がないわけではない。冒頭に挙げたテレビの例のように、同質の製品であってもあるブ
ランドが付されているほうが高く、あるいはよく売れるというような場合、そのブランドに
よって消費者の合理的な商品選択が歪められているのであり、著名表示の保護をブランド・
エクイティに関連付けることは、そのような「歪み」を保護することに他ならない、という
ような主張も説得的であるようにおもえる。
しかし一方で、このようなブランドは商品の物理的な属性やサービスと同様に、それ自体
消費者に一定の効用を与えるものであると取ることも可能である。 「著名性」を単に知名度の
高さであると解すると、このような効用を与えていないような表示までもが保護対象となる
おそれがある。
また、このような規制を必要とするに至った現実の社会背景も無視しえない。そもそも「ブ
ランドそれ自体の価値」の存在には、広告をはじめとする現代のマーケテイング、ひいては
現代社会そのものが大きく寄与しているのである。しばしば「広告」が文化や芸術のひとつ
しても、それだけで何人も家具に使えなくなってよいのか、チョコレイトで「純」という商品を販売することがで
きなくなってよいのか、という問題がある-特に著名表示が示す商品や営業主体に認められる不利益が希釈化とい
う程度の不利益である場合には、多大な一般の不利益を考えると、はたして一般の犠牲の下で保護しなければなら
ないほど希釈化という著名表示主体の不利益は大きいものなのかという疑問が生じる」と述べている。このような
議論の前に、そもそも例に示されているような状況が稀釈化を生じうるような状況であるのかを考える必要がある
と思われる。焼酎の「純」のような表示にブランド・エクイティが認められるとしても、問題となる表示が焼酎の
「絶」を容易に想起させるものであるといえるためには、表示自体の近似度、業種の近接度が共に相当に高いよう
なものでなければならないo一般的にいって、このような表示に稀釈化をもたらすような類似表示の範囲は、焼酎
と関連する業界のものに留まると思われる。ただ確かに、家具に使用された場合であっても、外観、称呼共に同一
であるならば類似性を否定することはできないので、例外的にこれが2号該当行為となる場合も考えられなくはな
い。その際にどうしても保護が蹟増される場合に初めて、比較衡量の問題となる。そしてたとえこれに保護が認め
られたとしても、 「焼酎の『純』と外観、称呼共に同一の表示は、 (この焼酎と需要者が重なる範囲内においては)
使用できない」ということであって、 「純」という言葉そのものの使用が禁じられるわけではない。外観(書体)が
異なるならば、異業種でのこの言葉の使用は依然として自由とすべきであろう。
59)渋谷・前掲注23)798貢参照o
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ととらえられるような昨今にあっては、著名表示を単なる識別表示としてのみ扱うこと、.は困
難な場合もあろうo結局のところ、時に著名表示は識別手段ではなく、製品属性そのものと
なりうるということを事実として受け入れるよりないのではないだろうか。
ブランド研究は今後も、認知心理学や経営学の分野で発展を続けるであろう。これらの分
野との交流を深め、情報を収集・消化して、実際の法頼溝帖反映させることも法学者の仕事
のひとつであろう。
